
    

お び ひ ろ 上 下 水 道 ビ ジ ョ ン 2010 概 要 版
－おびひろ上下水道ビジョン2006改訂版－

１．収入減少が経営面に与える影響について

２．将来へ向けての事業経営のあり方について

３．帯広市の水道事業・下水道事業の現状について ４．帯広市の水道事業・下水道事業の課題について

◆ 第六期帯広市総合計画の分野別計画として位置付け
◆ 総合計画と目標年次（H22～H31）の整合をはかる
◆ 時代の変化に対応した施策のあり方を再検討

古くなった施設を更新 多額の投資が必要
収入が減少

影響は

１．施設の
計画的な更新

◆ 【水道事業の現状】
１．水道水源

２水源（札内川と札内川ダム）により安定的に水道水を提供
２．水道の水質

安全でおいしい水を供給
３．浄水施設、受水施設、配水施設

・ 浄水施設 ⇒ 稲田浄水場、中島浄水場

・ 受水施設 ⇒ 別府配水池
・ 配水施設 ⇒ 稲田配水池、南町配水場

４．導水管、送水管、配水管
H20末の水道管の延長は 1,052km

５．給水サービスと料金
・ 平成２０年４月から行財政改革の取り組みとして、組織機構の

見直しにより経費を縮減、併せて料金一部減額改定を実施
・ 水道管の情報管理システムを活用した細やかな施設管理を実施

６．水道の経営
・ 施設整備に要した企業債の元利償還が大きな割合を占める

・ 企業債残高の低減のため、借入額の適正水準を考慮した事業
の実施

◆ 【下水道事業の現状】
１．下水処理施設

帯広川下水終末処理場、十勝川浄化センターの２つの処理施設
で、下水を安定的、効率的に処理

２．汚水管、雨水管
H20末の下水道管の延長は 1,174km

３．サービスと使用料
・ 平成２０年４月から行財政改革の取り組みとして、組織機構の

見直しにより、経費を縮減
・ 平成13年の改定を最後に、使用料を据え置き

４．下水道の経営
・ 施設整備に要した企業債の元利償還が大きな割合を占める
・ 企業債残高の低減のため、借入額の適正水準を考慮した事業
の実施

◆ 【水道事業の課題】
１．水道料金収入の減少と地下水専用水道利用者の料金体系

・ 地下水専用水道利用者の料金体系のあり方を調査研究し、
改善をすすめることが必要
・ 行財政改革の取り組みなどにより経営効率化をはかることが必要

２．施設の老朽化対策
・ 計画的に施設の修繕、更新を行うことが必要

３．施設の耐震対策
・ 基幹施設である浄水場などの耐震化整備をすすめることが必要

４．水道関係技術の承継
・ 技術やサービスの水準を確保するため、技術の承継が必要

５．経営基盤の強化
・ 将来の水需要予測に基づく施設整備が必要

・ 国の有利な支援制度の活用や収納対策の強化などによる
安定収入の確保が必要

６．国際協力の推進
・ 地方自治体に集積された技術力や事業運営のノウハウ

を、国内外に発信することが必要

◆ 【下水道事業の課題】
１．下水道使用料収入の減少

・ 行財政改革の取り組みなどにより経営効率化をはかることが必要

２．施設の老朽化対策
・ 計画的に施設の修繕、更新を行うことが必要

３．施設の耐震対策
・ 基幹施設である処理場の耐震化整備をすすめることが必要

４．下水道関係技術の承継
・ 技術やサービスの水準を確保するため、技術の承継が必要

５．経営基盤の強化
・ 将来の水需要予測に基づく施設整備が必要
・ 国の有利な支援制度の活用や収納対策の強化などによる
安定収入の確保が必要

６．国際協力の推進
・ 地方自治体に集積された技術力や事業運営のノウハウ
を、国内外に発信することが必要

いつでも安全に、安心して利用できる
災害にも強い上下水道を目指します。
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①水道水源はいつも安全に
保ちます。

②施設の機能維持と、より安心で
きる施設づくりに努めます。

③災害時の信頼性向上に努め
ます。

1)水道水源における水質の保全

2)施設の計画的な改修、更新
3)配水ブロック化による配水管理体制の充実
4)効率的な維持管理システムの構築

5)水道・下水道管及び施設の耐震化への推進
6)水道緊急貯水槽の整備
7)災害時における施設被災状況の集中管理と災害訓練

２７ の 実施施策
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④環境への負荷を軽減します。

⑤省エネルギー型の施設管
理を目指します。

8)下水道の利用促進
9)合流式下水道緊急改善事業による河川放流水
の水質改善

10)下水道高度処理導入の検討

11)施設管理に新エネルギー等の活用を検討
12)家庭用水道メーター交換時の掘削不要な施設更新
13)将来の利用規模に見合った施設づくり
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⑥利用者ニーズに沿った事業
展開を目指します。

⑦情報提供の推進と市民協働
を積極的に推進します。

14)料金体系の調査研究とサービス向上
15)直結給水地区の拡大
16)蛇口回帰に向けた取り組み

17)市民参加のイベントなどを通したＰＲ
18)出前講座など積極的な学習機会の充実
19)広報誌、ホームページなどによる積極的な情報発信
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⑧財政基盤の強化に努めます。

⑨わかりやすい組織づくりと人
材育成に努めます。

⑩民間的経営管理手法の活用
に努めます。

20)徹底したコスト削減と投資的事業の計画的実施
21)収納率向上対策による収入の確保
22)将来の財政構造を見据えた借入金の抑制

23)効率性と経済性を追求した組織づくり
24)技術者の養成・確保や、水道・下水道分野における
技術の承継

25)各種職員研修制度の積極的活用と職員の資質向上

26)国際協力の推進

27)民間委託を含めた経営効率化への取り組み

将来へ向けての事業経営のあり方
（収入減少などの課題に対応するため）

◆ 水道・下水道施設の更新・再構築が困難
◆ 企業経営に大きな影響を与える

【水道事業】 【下水道事業】
①水道管路の近代化率 ８９．７％ （H19  78.9%） ③汚水整備率 ９８．８％ （H19  97.9%）
②水道有収率 ９０．６％ （H19  90.6%） ④雨水整備率 ７１．３％ （H19  65.0%）

★ 事業の目標とする指標（Ｈ３１）
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２．市民の
視点に立った

３．将来へ
向けての

◎ 部分改訂の考え方 Ⅱ 将来の目指すべき方向について
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第２回経営審議会資料１－１


